


Ｂ 関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

合計 0

番号 備考

Ｃ 効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

合計 0

番号 備考

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

Ⅰ定量的指標に関連する ・耐震対策、老朽化対策等の港湾整備事業を実施することにより、港湾設備の機能が向上した。
交付対象事業の効果の発現状況

最終目標値 54.0% 要素事業の一部で、事業関係者との調整が難航し、当初計画で想定していた事業の進捗に遅れを生じたため。
Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値

に差が出た要因
最終実績値 38.4%

最終目標値 100.0%
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 100.0%

最終目標値 100.0% 事業関係者との調整が難航し、当初計画で想定していた事業の進捗に遅れを生じたため。
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 50.0%

３．特記事項（今後の方針等）

高潮、地震、津波による災害から生命・財産を守るため、港湾施設の改修や、引き続き地震・津波対策としての橋梁耐震化等、港湾利用者に対し安全安心な港湾施設整備に取り組む。

指標①（施設改良の整備率）については、最終目標値54%には至らなかったものの、岸壁の改修完了により当初計画時31%と比べ7%増加させることができ、港湾利用者に対し利便性、安全性の向上を図ることができた。引き続き計画的な施
設整備を推進し、物流拠点の利便性、安全性の向上を推進します。

指標③（施設改良の整備率）については、最終目標値100%には至らなかったものの、対策必要箇所の半数において橋梁の耐震対策が完成したことにより、耐震強化岸壁に至る緊急輸送道路の安全性の向上を図ることができた。引き続き計
画的な施設整備を推進し、緊急輸送道路の安全性の向上を推進します。
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